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国連環境計画・北西太平洋地域国連環境計画・北西太平洋地域
海行動計画海行動計画 (UNEP/NOWPAP)(UNEP/NOWPAP)
における漂流・漂着ゴミに関するにおける漂流・漂着ゴミに関する
取り組み取り組み

地域海計画
1974年に閉鎖性水域の海洋汚染の管理と海洋及び
沿岸域の資源の管理を目的として提唱されたもの。
各地域海で策定された地域海行動計画に基づいて
様々な活動が推進されている。
現在、世界の18海域で地域海行動計画が推進され
ている。

北西太平洋地域海行動計画
Northwest Pacific Action Plan (NOWPAP)
1994年、第１回NOWPAP政府間会合（韓国ソウル）
において、中国、日本、ロシア、韓国の４カ国により
設立。

全体目標 (基本理念)
地域内住民が長期にわたって恩恵を享受
人類の健康、生態系、将来の世代のために、

地域の持続性を守る
沿岸・海洋環境の賢明な利用・開発・管理

海洋ゴミに関する実施計画（MALITA）の開始

2004年：第9回政府間会合（韓国・釜山）で海洋ゴミの問題に取り組むことに基本的合意

2005年：第10回政府間会合（日本・富山）で「海洋ゴミに関する実施計画（MALITA)」を採択

MALITA（2006-2007）の主な成果

各国フォーカルポイント及び関係機関によるネットワークの構築

既存のデータ及び情報を基に構築されたNOWPAP海洋ごみデータベース

地域の海洋ごみ問題への共通理解の構築及び国家、地域、また世界レベルでの政策や
最善の管理実務を含む海洋ごみに関する情報の共有・交換を目的に６回のNOWPAP海洋
ごみワークショップを開催

各種レポート、ガイドライン、パンフレット等の刊行

NOWPAP地域での海洋ごみに関する地域概要

NOWPAP地域での海洋ごみに関する法制度計画概要

海洋ごみ（海辺、海岸線、海底）のモニタリングガイドライン

漁業、海運のための分野別ガイドライン

船舶廃棄物受入港湾施設・サービス整備のためのガイドライン

NOWPAP各加盟国が参加する 国際海岸クリーンアップ(ICC)キャンペーンの開催

2006年：酒田市（日本），2007年：日照市（中国）・釜山市（韓国）・ウラジオストク市（ロシア）

中国及びロシアでは初めてのICCキャンペーン開催

国際海岸クリーンアップキャンペーンとは
一般市民とともに海岸のゴミを清掃するだけでなく、集めたゴミを分類調査し、参加者のゴミ問題に
対する理解を深め、得られたデータによるゴミ問題の対策立案等に貢献すること。
米国のＮＧＯオーシャン・コンサーバンシーが事務局を務め世界100カ国以上で実施されています。

２００６年２００６年99月日本・酒田市月日本・酒田市 ２００２００77年年66月中国・日照市月中国・日照市

２００６年２００６年99月韓国・釜山市月韓国・釜山市 ２００２００77年年1010月月
ロシア・ウラジオストック市ロシア・ウラジオストック市

MALITAの成果を基に「海洋ゴミに関する地域行動計画（RAP MALI）」を策定
、2007年10月第12回政府間会合（中国・アモイ）にて基本的に合意。2007年
11月RAP MALI作業部会会合にて、各国代表により地域計画の最終ドラフト
を作成。各国の承認により2008年から実施予定。

目 的
関係国関係機関と協力・協働し、海洋ゴミ問題に取り組
むことにより、北西太平洋域における海洋・沿岸の環境
を改善するとともに、地域内における海洋ゴミ問題に取
り組むための地域メカニズム構築を促進すること。

目 標
RAM MALIの目的を達成するため、次の３つの目標が
提示されている。

1. 海洋・沿岸環境での海洋ゴミの発生・流入防止
2. 海洋ゴミの量・分布状況の監視
3. 既存の海洋ゴミの除去

1. 海洋・沿岸環境での海洋ゴミの発生・流入防止

Action 1.1 法的行政的手段
Action 1.2 賢明な海洋ゴミ管理
Action 1.3 情報、教育、アウトリーチと国民意識
Action 1.4 市民社会との協力
Action 1.5 研究活動

2. 海洋ゴミの量・分布状況の監視

Action 2.1 NOWPAPガイドラインによる海洋ゴミのモニタリング
Action 2.2 海洋ゴミデータベースの維持管理
Action 2.3 国家モニタリングプログラムのデータ集積
Action 2.4 海洋ゴミの量・分布における現状と傾向に関する定期的評価
Action 2.5 海洋ゴミ関連研究成果の収集

3. 既存の海洋ゴミの除去

Action 3.1 海岸クリーンアップキャンペーン
Action 3.2 既存海洋ゴミの除去
Action 3.3 海洋ゴミに関する研究活動

中国、ロシア、韓国が
2008年、4カ国合同の
ICC自国開催を表明
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2006年NOWPAPによる山形県酒田市でのICCキャンペーン実施後、中国国内
でも中国国内団体によるICCキャンペーンが実施され、関係団体によるネット
ワークが構築された。これら中国国内の活動に日本のNGOが協力

2007年から国家海洋局が海洋ゴミに関するモニタリングを全国で実施

2008年6月1日から、国内全ての小売店舗でのプラスチック製レジ袋の有料化
を実施

韓国海域の海洋ごみ発生量、年間１４万
トンと推定

【ソウル４日聯合】韓国海域で１年間に１４万トンほ
どの海洋ごみが発生していることが分かった。海洋
水産部が４日に明らかにしたところによると、韓国海
域の海洋ごみ発生量は、台風や洪水、集中豪雨で
陸地から河川を通じ海に流入するごみが９万９０００
トン、海上で操業する漁船から出た廃網が４万２００
０トンほどと推定された。海洋ごみをすべて回収す
ることはできないため正確な発生量は分からないが、
韓国近海の一部地点で標本調査を行った結果によ
るもの。

一方、韓国近海に沈む海底ごみの量は約４０万ト
ンで、このうち早期に回収・処分する必要があるも
のは１１万５０００トンに及ぶと推定された。

海洋水産部は、今回の調査結果を基に、今年から
２０１２年まで毎年、陸上からの流入ごみと廃網をそ
れぞれ１０％ずつ減らし、海底ごみも７０００トンずつ
回収していく、海洋ごみ管理基本計画を策定・施行
する計画だ。

全羅南道新安郡の島地域に漂着した海洋ごみの山＝（聯合）

韓国聯合ニュース2008年2月4日

International Conference “Marine Ecology 2007”(2007年10月ウラ
ジオストック）等での海洋ゴミ問題の啓発並びに検討

Pilot ICCキャンペーンの実施（2007年10月ウラジオストック）による
ロシア国内でのICC実施にかかる課題等の検討

海洋ゴミ問題の啓発プログラム “Earth neighborhood”の立案

⇒ 海外からの技術・資金協力の募集

1. Economic Instruments 
経済的手段による海洋ゴミの発生抑制に関する調査検討

2. Abandoned and Lost Fishing Gear（FAOとの協力）
国際関係機関及び関係国の専門家の協力を得て、遺棄漁具
に関する状況とその影響を評価し並びに将来における世界
的・地域的な取り組みの検討調査

3. Harmonized Monitoring Protocols (UNESCO/IOCとの協力）
国際機関関係機関、米国、カナダ、オーストラリア、オランダ、
スウェーデン、英国、韓国、日本、発展途上国数カ国からの専
門家による作業部会を設置し、海上、海岸、海底のゴミについ
て、世界の既存の調査と課題を検討し2008年6月を目標に
「UNEP/IOC 海洋ゴミのモニタリング・グローバルガイドライン」
を作成
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